
コロナワクチン啓発に「ＹｏｕＴｕｂｅｒ起用動画 9本・３２００万円支出」政府認める 

はじめしゃちょーは「広告案件」を否定 

4/23中日スポーツ 

２３日に開かれた参議院財政金融委員会で、内閣府

は、新型コロナワクチンの接種推進のためにＹｏｕ

Ｔｕｂｅｒを起用した動画９本を作成し、３２００

万円を支出したことを明らかにした。 

 参政党の神谷宗幣参議院議員の質問に、内閣府大

臣官房の広瀬健司政府広報室長が「新型コロナウイ

ルスワクチンの特徴や接種の重要性など、正しい情

報を知っていただくために、ＹｏｕＴｕｂｅｒ等を

起用した動画９本を作成し、合計で約３２００万円

の支出をした」と答えた。 

 ワクチン接種を巡っては１７日、接種後に死亡し

た人の遺族らが国を相手取り、東京地裁に集団提訴。

訴状にはＹｏｕＴｕｂｅｒを起用した動画の件も書

かれており、これらについて反ワクチン派などを中心に批判の声が出ている。 

 一連の騒動は、３年前に河野太郎ワクチン担当相（当時）との対談動画を公開していた

人気ＹｏｕＴｕｂｅｒはじめしゃちょー（３１）にも飛び火。１８日には、自身に寄せら

れた批判にＸ（旧ツイッター）で「広告案件ではないので費用は一切いただいておらず、

動画の収益化も行なっておりません」と釈明する事態となった。 

 一方、アイドルグループ「ＥＥ ＪＵＭＰ」元メンバーで千葉県八街市議の後藤祐樹さ

ん（３７）がＸで「ここまでの大物ＹｏｕＴｕｂｅｒが無料で案件を引き受けるとは考え

難いですね」「どちらにしても国民にワクチン接種を煽るようなＰＲをしたことに変わりは

ない」と疑問を投げかけるなど、ＳＮＳ上ではさまざまな陰謀論がうごめいている。 

中日スポーツ 

河野太郎デジタル相「新型コロナワクチン後遺症の責任はとらないのか」指摘に正式回答

「私の責任は…」 

4/22(月)スポニチ 

河野太郎デジタル相（61）が、22日までに自身の X（旧

ツイッター）を更新。新型コロナワクチンに関する疑問

に回答した。 

 今月 17日、ワクチン接種後に死亡した男女の遺族や後

遺症を発症した人など 13人が、ワクチンを巡り国を相手

取り集団提訴した。訴状の中では、2021年 6月にはじめ

しゃちょーと河野太郎デジタル大臣が対談した動画につ

いて言及されている。 

 河野氏は「コロナワクチンの後遺症の責任はとらない

のですか？」という疑問に対し、「ワクチンの効果や安全

性などは厚労省の有識者による審議会で確認をして、承



認をします。それには私は関わっておりません」と回答した。 

 「承認されたワクチンをファイザーやモデルナと交渉して入手し、EUと交渉して日本向

けの輸出の了解をもらい、自治体に配布してうってもらうのが私の責任です」と説明し、

「たとえばファイザーのコロナワクチンは一瓶から 6回取ることができました。一瓶開け

た時に、接種希望者が 5人しかいないというときは、ワクチンを無駄にしないように、そ

の場にいる誰かにうってくださいと申し上げました。当初、厚労省は 65歳以上に限るとか、

予診票を持っている人に限るなどと条件を付けようとしていましたが、ワクチンを無駄に

しない方が大事だから、対象者がいませんといって捨てたりしないように、誰かにうって

くださいと申し上げました。そのことで問題になるようなことがあれば、私が責任を持ち

ますと申し上げました」と、自身が負う責任について解説。 

 続けて「また、厚労省が対象者やワクチンの移動方法などに関して細かな通知を出して

裁量の範囲が狭く自治体が困惑していたので、それではうまくいかないだろう、私が責任

を持つから、ワクチンの温度管理やワクチンの接種記録などをきちんと守ってくれれば、

厚労省の通知にとらわれず、各自治体のやり方でやってよいとも申し上げました」とした。 

 「おかげさまで自治体や医療関係者をはじめ、多くの皆様のご協力を頂いて、難しいと

されていた短期間での接種が進んだのではないかと思います」と主張し、「一般的に、ワク

チン接種では、一時的な発熱や接種部位の腫れ・痛みなどの、比較的よく起こる副反応以

外にも、接種後に副反応による健康被害が生じることがあります。極めて稀ではあるもの

のなくすことができないことから、救済制度が設けられています。接種後の健康被害が臨

時接種又は定期接種として行われた予防接種によるものであると厚生労働大臣が認定した

ときは、予防接種法に基づく救済を受けることができます」という。「認定にあたっては、

予防接種・感染症・医療・法律の専門家により構成される国の審査会で、厳密な医学的な

因果関係までは必要とせず、接種後の症状が予防接種によって起こることを否定できない

場合も対象とするとの考え方に基づいて審査が行われています」と呼びかけた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


